
特集―欧州における非正規・有期雇用

Business Labor Trend 2010.6

28

欧
米
に
お
け
る
非
典
型
雇
用
者
の
動
向

平
田　

周
一　

１
．
は
じ
め
に

　

日
本
に
お
け
る
非
正
規
雇
用
者
が
増
加
し
、

格
差
の
拡
大
な
ど
の
社
会
問
題
を
招
い
て
い

る
。
労
働
力
調
査
の
詳
細
集
計
に
よ
る
と
、

二
〇
〇
九
年
時
点
で
、
非
正
規
雇
用
者
が
雇

用
者
全
体
の
三
分
の
一
を
超
え
る
三
三
・

七
％
を
占
め
て
い
る
。
非
正
規
雇
用
者
が
雇

用
者
全
体
に
占
め
る
比
率
は
一
九
八
八
年
に

は
一
八
・
三
％
だ
っ
た
が
、
一
九
九
二
年
の

バ
ブ
ル
経
済
の
崩
壊
以
降
二
〇
％
を
超
え
る

よ
う
に
な
り
、
一
九
九
〇
年
代
後
半
以
降
上

昇
を
続
け
、
二
〇
〇
三
年
に
は
三
〇
％
を
超

え
る
ま
で
に
な
っ
た
。

　

非
正
規
雇
用
者
の
数
が
増
え
た
ば
か
り
で

な
く
、
そ
の
内
容
も
変
化
し
て
い
る
。
か
つ

て
は
、
非
正
規
雇
用
者
の
大
部
分
を
女
性
、

そ
れ
も
既
婚
者
の
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
が

占
め
て
い
た
。
労
働
力
調
査
の
詳
細
集
計
で

公
表
さ
れ
て
い
る
も
っ
と
も
古
い
時
点
で
あ

る
一
九
八
八
年
で
は
、
非
正
規
雇
用
者
全
体
、

七
五
五
万
人
の
う
ち
女
性
が
七
二
・
三
％
を

占
め
て
い
た
。
ま
た
、
女
性
の
非
正
規
雇
用

者
の
四
分
の
三
は
三
五
歳
以
上
で
あ
っ
た
。

し
か
し
、
二
〇
〇
九
年
で
は
、
男
性
の
占
め

る
比
率
は
三
〇
％
を
超
え
、
特
に
三
五
歳
未

満
の
年
齢
で
は
男
性
が
四
三
・
七
％
を
占
め

て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
、
特
に
三
五
歳
未
満

の
若
年
層
で
非
正
規
雇
用
者
が
増
加
し
て
き

た
。
こ
れ
ら
の
非
正
規
雇
用
者
は
、
お
お
む

ね
、
賃
金
が
低
く
、
雇
用
も
不
安
定
で
あ
る
。

平
田
（
二
〇
〇
八
）
は
、
二
〇
〇
五
年
に
行

わ
れ
た
社
会
階
層
と
移
動
調
査
の
デ
ー
タ
を

分
析
し
、
非
正
規
雇
用
者
の
年
収
が
性
別
、

学
歴
、
年
齢
と
は
独
立
に
正
規
雇
用
者
と
比

べ
て
約
一
九
〇
万
円
も
低
く
、
そ
の
雇
用
も

不
安
定
で
あ
る
こ
と
を
明
ら
か

に
し
た
。

　

非
正
規
雇
用
者
と
呼
ば
れ
る

層
が
拡
大
し
て
い
る
の
は
日
本

ば
か
り
で
は
な
い
。
欧
米
諸
国

に
お
い
て
も
拡
大
が
進
ん
で
い

る
。
本
稿
は
、
欧
米
諸
国
に
お

け
る
非
正
規
雇
用
者
の
動
向
に

つ
い
て
、
日
本
と
比
較
し
な
が

ら
記
述
す
る
こ
と
を
目
的
と
し

て
い
る
。

２
． 

非
正
規
雇
用
者
と

非
典
型
雇
用
者

　

日
本
で
は
、「
非
正
規
雇
用

者
」
と
い
う
言
葉
が
用
い
ら
れ

る
こ
と
が
多
い
（
例
え
ば
小
杉
、

二
〇
〇
一
：
太
郎
丸
、
二
〇
〇

九
な
ど
）。
日
本
で
非
正
規
雇

用
者
と
呼
ば
れ
る
も
の
の
欧
米

に
お
け
る
動
向
を
調
べ
よ
う
と

す
る
時
、
日
本
と
は
異
な
る
定

義
に
ぶ
つ
か
る
。
ま
ず
、「
非
正

規
雇
用
者
」
と
い
う
言
葉
が
見

当
た
ら
な
い
。
欧
米
で
は
、A

typical 
W

orker

ま
た
はN

on-standard W
orker

と
い
う
言
葉
が
用
い
ら
れ
る
こ
と
が
多
く
、

ど
ち
ら
も
「
非
典
型
雇
用
者
」
と
訳
す
こ
と

が
で
き
る
。
そ
の
内
容
は
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
、

雇
用
期
間
に
定
め
の
あ
る
有
期
雇
用
者

（F
ixed-term

 contract w
orker

）
で
あ

る
が
、
零
細
な
自
営
業
主
、
単
独
業
主
も
非

典
型
雇
用
者
と
し
て
扱
わ
れ
る
こ
と
が
多
い
。

ま
た
、
ア
メ
リ
カ
で
は
有
期
雇
用
者
、
臨
時

雇
用
者
等
に
対
し
て
、C

ontingent 
W

orker

と
い
う
言
葉
を
用
い
て
い
る
。

C
ontingent W

orker

と
は
長
期
雇
用
契
約

を
結
ん
で
い
な
い
労
働
者
を
意
味
し
て
お
り
、

お
も
に
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で
用
い
ら
れ
て
い
る
有

期
雇
用
者
と
ほ
ぼ
同
じ
で
あ
る
（P

olivka, 
1996

）。

　

注
意
し
た
い
の
は
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
と
有

期
雇
用
者
あ
る
い
はC

ontingent W
orker

は
異
な
っ
た
基
準
で
区
別
さ
れ
る
と
い
う
こ

と
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
有
期
雇
用
者
で

あ
る
か
ら
パ
ー
ト
タ
イ
ム
と
い
う
こ
と
は
な

い
し
、
欧
米
で
は
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の

大
部
分
は
「
正
規
の
」
雇
用
者
で
あ
る
。
本

論
で
は
対
象
を
雇
用
者
に
限
定
し
、
欧
米
諸

国
に
つ
い
て
論
じ
る
時
は「
非
典
型
雇
用
者
」

と
い
う
用
語
を
用
い
る
。
雇
用
者
に
対
象
を

限
定
す
る
と
、
非
典
型
雇
用
の
代
表
は
パ
ー
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ト
タ
イ
ム
と
有
期
雇
用
者
で
あ
る
。

３
．
パ
ー
ト
タ
イ
ム

　

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
連
合
加
盟
国
の
多
く
で
、
非

典
型
雇
用
者
の
増
加
が
観
察
さ
れ
て
い
る
。

特
に
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
は
顕
著
に
増

加
し
て
い
る
。
欧
州
生
活
労
働
条
件
改
善
財

団
（E

uropean F
oundation for the 

Im
provem

ent of L
iving and W

orking 
C
onditions

）
が
二
〇
〇
八
年
に
発
表
し
た

レ
ポ
ー
ト
に
よ
る
と
、
一
九
九
五
年
か
ら
二

〇
〇
六
年
の
間
に
、
Ｅ
Ｕ
主
要
一
五
カ
国
に

お
け
る
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
が
占
め
る
比

率
は
一
六
％
か
ら
二
〇
％
に
上
昇
し
た

（F
em

andez-M
acias and H

urley, 
2008

）（
１
）。
最
新
の
「
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
雇

用
（E

uropean C
om

m
ission 2009

）」
に

よ
る
と
、
Ｅ
Ｕ
主
要
一
五
カ
国
に
お
け
る
二

〇
〇
八
年
の
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
比
率
は

二
一
％
と
、
さ
ら
に
上
昇
し
て
い
る
。

　

二
〇
〇
八
年
現
在
の
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働

者
比
率
を
国
別
に
み
る
と
、
オ
ラ
ン
ダ
が
最

も
高
く
雇
用
者
の
半
数
に
近
い
四
七
・
三
％

を
占
め
て
い
る（
２
）。
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
の
中
で

は
、オ
ラ
ン
ダ
に
次
い
で
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン（
二

六
・
六
％
）、
ド
イ
ツ
（
二
六
・
二
％
）、
イ

ギ
リ
ス
（
二
五
・
六
％
）
で
パ
ー
ト
タ
イ
ム

比
率
が
高
い
。
逆
に
パ
ー
ト
タ
イ
ム
比
率
が

低
い
国
は
、チ
ェ
コ（
四
・
九
％
）、

エ
ス
ト
ニ
ア（
七
・
二
％
）、ル
ー

マ
ニ
ア
（
九
・
九
％
）
な
ど
の

最
近
Ｅ
Ｕ
に
加
盟
し
た
国
々
で

あ
る
。
Ｅ
Ｕ
主
要
一
五
カ
国
の

中
で
は
、ギ
リ
シ
ャ（
五
・
六
％
）、

フ
ラ
ン
ス
（
八
・
九
％
）、
ポ

ル
ト
ガ
ル
（
一
一
・
九
％
）、

ス
ペ
イ
ン
（
一
二
・
〇
％
）、

イ
タ
リ
ア
（
一
四
・
三
％
）
が

主
要
一
五
カ
国
の
平
均
を
下

回
っ
て
い
る
。

　

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
国
の
中
で
、

オ
ラ
ン
ダ
に
次
い
で
パ
ー
ト
タ

イ
ム
労
働
者
の
比
率
が
高
い
国

は
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
（
二
八
・

四
％
）
で
あ
る
。
オ
ー
ス
ト
ラ

リ
ア
で
はC

asual W
orker

と
呼
ば
れ
る
雇
用
制
度
が
普
及

し
て
お
り
、
特
に
若
年
層
が
学

校
を
卒
業
し
て
労
働
市
場
に
移

行
す
る
時
、
ほ
と
ん
ど
の
者
が

C
asual W

orker

ま
た
は
パ
ー

ト
タ
イ
ム
労
働
者
と
し
て
働
く
。

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
で
は
、C

asual W
orker

ま
た
は
パ
ー
ト
タ
イ
ム
か
ら
フ
ル
タ
イ
ム
の

通
常
の
雇
用
者
に
移
行
す
る
こ
と
は
比
較
的

容
易
で
、C

asual W
orker

も
パ
ー
ト
タ
イ

ム
労
働
も
、
よ
り
安
定
し
た
仕
事
に
就
く
た

め
の
通
過
点
（S

tepping S
tone

）
と
し
て

機
能
し
て
い
る
と
さ
れ
る
（O

E
C
D
 2009

）。

ア
メ
リ
カ
の
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
比
率

は
、
二
〇
〇
七
年
現
在
で
一
六
・
五
％
で
あ

る
。

　

日
本
で
非
正
規
雇
用
者
と
い
う
場
合
、

パ
ー
ト
タ
イ
ム
、
ア
ル
バ
イ
ト
、
派
遣
社
員
、

契
約
社
員
（
嘱
託
を
含
む
）
な
ど
が
す
べ
て

含
ま
れ
て
い
る
が
、
労
働
力
調
査
の
詳
細
集

計
結
果
か
ら
パ
ー
ト
タ
イ
ム
だ
け
を
抜
き
出

し
て
み
る
と
、
二
〇
〇
八
年
の
パ
ー
ト
タ
イ

ム
の
比
率
は
一
五
・
九
％
な
の
で
、
Ｅ
Ｕ
主

要
一
五
カ
国
の
パ
ー
ト
タ
イ
ム
比
率
の
方
が

高
い
こ
と
に
な
る（
３
）。
し
か
し
、
欧
米
と

日
本
で
は
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
地
位
が

異
な
っ
て
い
る
こ
と
に
注
意
す
る
必
要
が
あ

る
。

　

欧
米
で
パ
ー
ト
タ
イ
ム
と
い
う
場
合
、
単

に
労
働
時
間
が
短
い
労
働
者
を
意
味
す
る
。

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
で
は
通
常
の
労
働
時
間
が
週
三
〇

時
間
未
満
の
労
働
者
を
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働

者
と
し
て
い
る
。
Ｅ
Ｕ
で
も
同
じ
定
義
を
用

い
る
こ
と
が
多
い
。
フ
ラ
ン
ス
で
は
、
二
〇

〇
〇
年
に
フ
ル
タ
イ
ム
労
働
者
の
所
定
労
働

時
間
が
一
週
三
五
時
間
と
さ
れ
た
こ
と
に
伴

い
、
労
働
時
間
に
よ
る
法
的
な
指
標
は
な
く

な
り
、
法
定
労
働
時
間
あ
る
い
は
事
業
所
の

定
め
ら
れ
て
い
る
も
の
よ
り
も
労
働
時
間
が

短
い
者
が
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
と
さ
れ
る

よ
う
に
な
っ
た
。

　

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
と
は
、
労
働
時
間

が
短
い
だ
け
で
あ
り
、
そ
の
他
の
処
遇
は
フ

ル
タ
イ
ム
労
働
者
と
同
等
で
あ
る
の
が
欧
米

で
は
一
般
的
だ
。
例
え
ば
、
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア

リ
ン
グ
政
策
を
進
め
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
比
率

が
非
常
に
高
い
オ
ラ
ン
ダ
で
は
、
パ
ー
ト
タ

イ
ム
労
働
者
に
フ
ル
タ
イ
ム
労
働
者
と
同
等

の
権
利
を
与
え
る
法
律
が
一
九
九
六
年
に
成

立
し
て
い
る
（
正
木
・
前
田
二
〇
〇
三
）。

イ
ギ
リ
ス
で
は
、
二
〇
〇
〇
年
に
「
パ
ー
ト

タ
イ
ム
労
働
者
の
不
利
益
取
り
扱
い
の
防
止

に
関
す
る
規
則
」
が
成
立
し
、
パ
ー
ト
タ
イ

ム
労
働
者
が
フ
ル
タ
イ
ム
労
働
者
と
同
等
の

権
利
を
持
つ
こ
と
が
保
障
さ
れ
た
。
ド
イ
ツ

で
も
、
同
様
の
法
律
が
二
〇
〇
一
年
に
成
立

し
て
い
る
。

　

欧
米
に
お
け
る
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
と

フ
ル
タ
イ
ム
労
働
者
は
、
給
与
、
福
利
厚
生

な
ど
の
権
利
が
同
等
で
あ
る
ば
か
り
で
な
く
、

双
方
の
間
を
移
動
す
る
こ
と
が
多
い
。
Ｅ
Ｕ

で
は
、
出
産
休
暇
や
育
児
休
暇
を
拡
張
、
整

備
す
る
た
め
の
政
策
を
と
っ
て
い
る
が
、
出

産
休
暇
や
育
児
休
暇
か
ら
復
職
し
た
際
、
あ

る
い
は
小
さ
な
子
供
が
い
る
場
合
、
従
業
員

は
雇
用
主
に
対
し
て
フ
ル
タ
イ
ム
の
仕
事
か

ら
パ
ー
ト
タ
イ
ム
へ
の
仕
事
へ
の
移
動
を
申

し
出
る
こ
と
が
で
き
る
。
イ
ギ
リ
ス
で
も
Ｅ

Ｕ
の
政
策
方
針
に
従
い
、二
〇
〇
六
年
に「
仕

事
と
家
族
に
関
す
る
法
律
（W

ork and 
F
am

ilies A
ct

）」
を
成
立
さ
せ
、
フ
ル
タ

イ
ム
と
パ
ー
ト
タ
イ
ム
の
間
の
移
動
を
雇
用

者
が
要
求
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。
イ
ギ
リ

ス
の
ビ
ジ
ネ
ス
・
企
業
・
規
制
改
革
省

（D
epartm

ent for B
usiness E

nterprise 
and R

egulatory R
eform

）
が
行
っ
た
第

三
回
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
調
査
（T

he 
T
hird W

ork-L
ife B

alance S
urvey

）
に

よ
る
と
、
イ
ギ
リ
ス
の
企
業
の
半
数
以
上
が
、

フ
ル
タ
イ
ム
と
パ
ー
ト
タ
イ
ム
の
間
の
移
動

が
直
ち
に
可
能
だ
と
回
答
し
て
い
る

（H
ayw

ard et.al., 2007

）。
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ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
パ
ー
ト
タ
イ
ム
比
率

は
、
二
〇
〇
八
年
時
点
で
一
七
・
四
％
で
あ

り
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
よ
り
も
低
い
水
準
に
あ
り
、

二
〇
年
近
く
の
間
、
一
六
％
台
後
半
か
ら
一

八
％
台
前
半
の
間
で
推
移
し
て
い
る
。
し
か

し
、
景
気
が
低
迷
す
る
時
期
に
、
パ
ー
ト
タ

イ
ム
比
率
が
上
昇
す
る
と
す
る
指
摘
も
あ
る

（M
ishel et.al. 2009

）。

４
．
有
期
雇
用
者

　

有
期
雇
用
者
は
、
特
に
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で
増

加
し
て
い
る
。
し
か
し
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
と

比
べ
る
と
有
期
雇
用
者
の
動
向
は
複
雑
で
あ

る
。
二
〇
〇
八
年
時
点
で
、
Ｅ
Ｕ
主
要
一
五

カ
国
で
有
期
雇
用
者
が
雇
用
者
全
体
に
占
め

る
比
率
は
、二
〇
〇
八
年
時
点
で
一
四
・
四
％

（
ユ
ー
ロ
ス
タ
ッ
ト
に
よ
る
）
で
、
一
〇
年

前
の
一
九
九
八
年
は
一
二
・
八
％
だ
っ
た
の

で
、そ
の
増
加
量
は
わ
ず
か
で
あ
る
（
図
２
）。

　

パ
ー
ト
タ
イ
ム
の
場
合
は
、
Ｅ
Ｕ
加
盟
国

の
ほ
と
ん
ど
で
増
加
が
観
測
さ
れ
て
い
る
が
、

有
期
雇
用
者
の
場
合
は
、
増
加
し
て
い
る
国

と
そ
う
で
は
な
い
国
が
あ
る
。
デ
ー
タ
が
明

ら
か
に
な
っ
て
い
る
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
の
中
で
、

有
期
雇
用
者
比
率
が
最
も
高
い
国
は
ス
ペ
イ

ン
で
、
二
〇
〇
八
年
時
点
で
二
九
・
三
％
に

上
る
。
ポ
ー
ラ
ン
ド
（
二
六
・
九
％
）、
ポ

ル
ト
ガ
ル
（
二
三
・
二
％
）
が
こ
れ
に
続
き
、

パ
ー
ト
タ
イ
ム
比
率
の
高
か
っ
た
オ
ラ
ン
ダ

（
一
八
・
二
％
）
は
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
全
体
で
は

四
番
目
に
有
期
雇
用
者
比
率
が
高
い
。
こ
れ

ら
の
国
の
う
ち
、
ス
ペ
イ
ン
と
ポ
ル
ト
ガ
ル

で
は
、
も
と
も
と
有
期
雇
用
者
比
率
が
高
く
、

一
〇
年
前
の
一
九
九
八
年
時
点
で
ス
ペ
イ
ン

は
三
二
・
九
％
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
で
は
一
七
・

四
％
と
い
う
高
水
準
を
示
し
て
い
た
。
ポ
ー

ラ
ン
ド
と
オ
ラ
ン
ダ
は
、
近
年
、
有
期
雇
用

者
比
率
が
上
昇
し
て
い
る
国
の
代
表
で
あ
る
。

特
に
ポ
ー
ラ
ン
ド
で
は
、
二
〇
〇
一
年
の
有

期
雇
用
者
比
率
は
一
一
・
七
％
で
、
当
時
の

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
平
均
（
一
三
％
）
よ
り
低
い
水

準
で
あ
っ
た
の
で
、
一
〇
年
足
ら
ず
で
急
速

に
有
期
雇
用
者
比
率
が
上
昇
し
た
こ
と
に
な

る
。
イ
タ
リ
ア
の
二
〇
〇
八
年
時
点
で
の
有

期
雇
用
者
比
率
は
一
三
・
九
％
で
、ヨ
ー
ロ
ッ

パ
平
均
（
一
四
・
六
％
）
よ
り
低
い
が
、
近

年
に
な
っ
て
急
速
な
上
昇
が
み
ら
れ
る
（
一

九
九
八
年
八
・
四
％
、二
〇
〇
三
年
九
・
五
％
）

逆
に
、
二
〇
〇
八
年
時
点
で
有
期
雇
用
者
比

率
の
低
い
国
は
、ス
ロ
ヴ
ァ
キ
ア（
四
・
六
％
）、

イ
ギ
リ
ス
（
五
・
三
％
）、
ベ
ル
ギ
ー
（
七
・

六
％
）、ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ（
七
・
七
％
）、チ
ェ

コ
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
（
と
も
に
八
％
）
等
で

あ
る
。
二
〇
〇
八
年
の
フ
ラ
ン
ス
の
有
期
雇

用
者
比
率
は
一
四
・
二
％
で
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ

平
均
と
ほ
ぼ
同
じ
水
準
だ
が
、
一
〇
年
ほ
ど

前
は
、
二
〇
〇
〇
年
に
は
一
六
％
近
く
ま
で

上
昇
し
た
の
が
、
近
年
に
な
っ
て
減
少
す
る

傾
向
を
み
せ
て
い
る
。

　

ア
メ
リ
カ
で
は
、有
期
雇
用（F

ixed-term
 

E
m
ploym

ent

）と
い
う
言
葉
は
用
い
ら
れ
ず
、

前
述
の
よ
う
に
、C

ontingent W
orker

と

い
う
言
葉
を
用
い
て
い
る
。
ア
メ
リ
カ
の
労

働
力
調
査
に
当
た
るC

urrent P
opulation 

S
urvey

で
は
独
立
の
請
負
業
者

（Independent contractor

）、
日
雇
い
労

働
者
（O

n-call w
orker

）、
派
遣
労
働
者

（T
em

porary help agency w
orkers

）、

業
務
請
負
労
働
者
（W

orkers provided 
by contract fi rm

s

）
を
、
ま
と
め
て

C
ontingent W

orker

と
呼
ん
で
い
る
。
二

〇
〇
五
年
に
行
わ
れ
た
雇
用
形
態
に
関
す
る

補

足

調

査
（C

ontingent W
ork 

S
upplem

ent

）
に
よ
る
と
、C

ontingent 
W

orker

が
雇
用
者
全
体
に
占
め
る
比
率
は

四
・
二
％
と
非
常
に
低
い
水
準
に
あ
る

（D
itsler and F

isher 2006

）。

５
． 

非
典
型
雇
用
者
を
め
ぐ
る
議

論

　

こ
の
よ
う
に
、
お
も
に
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で
非

典
型
雇
用
者
が
増
加
す
る
傾
向
に
あ
る
。

パ
ー
ト
タ
イ
ム
は
、
全
体
的
に
増
加
す
る
傾

向
に
あ
る
が
、
有
期
雇
用
者
は
増
加
し
て
い

る
国
と
そ
う
で
は
な
い
国
が
あ
る
。
ア
メ
リ

カ
で
は
、
有
期
雇
用
者
比
率
は
非
常
に
低
く
、

パ
ー
ト
タ
イ
ム
比
率
も
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
諸
国
よ

り
は
低
い
水
準
に
あ
り
、
長
期
的
に
み
て
も

比
較
的
安
定
し
て
い
る
。

　

日
本
で
は
、
非
正
規
雇
用
者
の
増
加
が
社

会
問
題
と
な
っ
て
い
る
が
、
欧
米
に
お
け
る

議
論
は
様
々
で
あ
る
。
ま
ず
、
な
ぜ
非
典
型

雇
用
者
が
増
加
す
る
か
に
つ
い
て
は
、
大
き

く
分
け
て
二
つ
の
要
因
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

第
一
の
も
の
は
、
進
行
す
る
経
済
の
グ
ロ
ー

バ
ル
化
で
あ
る
（B

lossfeld et.al. 2005

）。

グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
進
行
に
よ
っ
て
、
国
内
外

の
企
業
間
の
競
争
が
激
化
し
、
企
業
の
活
動

や
人
材
も
国
際
化
し
、
企
業
は
雇
用
者
よ
り

も
市
場
や
（
内
外
の
）
株
主
の
利
益
を
重
視

す
る
よ
う
に
な
る
。
ま
た
、
業
務
量
の
変
動

も
激
し
く
な
る
。
こ
う
し
た
変
化
に
と
も

な
っ
て
、
コ
ス
ト
を
減
ら
す
、
あ
る
い
は
不

規
則
な
業
務
量
の
変
動
に
対
応
す
る
た
め
に

非
正
規
雇
用
者
へ
の
需
要
が
増
加
す
る
。
特

に
若
年
者
の
雇
用
の
不
確
実
性
を
増
す

（M
ills and B

lossfeld, 2005

）。

　

も
う
一
つ
の
要
因
と
し
て
挙
げ
ら
れ
て
い

る
の
が
、
女
性
の
就
業
率
の
上
昇
で
あ
る
。

特
に
、
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
で
は
、
Ｅ
Ｕ
全
体
で
女

性
の
就
業
率
の
上
昇
を
政
策
目
標
と
し
て
お

り
、
一
九
九
七
年
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
雇
用
戦
略

成
立
以
降
、
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
の
多
く
で
女
性
の

就
業
率
が
上
昇
し
て
い
る
。
し
か
し
、
ヨ
ー

ロ
ッ
パ
に
お
い
て
も
、
家
事
や
育
児
を
担
う

の
は
女
性
が
中
心
で
あ
り
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム

の
仕
事
は
女
性
が
仕
事
と
家
事
を
両
立
さ
せ

る
の
に
適
し
て
い
る
。
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン

グ
政
策
を
す
す
め
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
比
率
が

非
常
に
高
い
オ
ラ
ン
ダ
に
お
い
て
も
、
女
性

の
雇
用
者
の
七
五
・
三
％
が
パ
ー
ト
タ
イ
ム

で
あ
る
の
に
対
し
て
、
男
性
の
パ
ー
ト
タ
イ

ム
比
率
は
二
三
・
九
％
に
す
ぎ
な
い
。
ま
た
、

イ
タ
リ
ア
、
ギ
リ
シ
ャ
、
ス
ペ
イ
ン
な
ど
女

性
の
就
業
率
が
低
い
国
々
で
は
、
総
じ
て

パ
ー
ト
タ
イ
ム
比
率
も
低
い
。
Ｅ
Ｕ
主
要
一

五
カ
国
の
女
性
就
業
率
と
パ
ー
ト
タ
イ
ム
比

率
の
相
関
係
数
を
筆
者
が
計
算
し
た
と
こ
ろ
、

〇
・
四
九
二
と
い
う
強
い
有
意
な
値
を
得
た
。

　

パ
ー
ト
タ
イ
ム
の
増
加
を
め
ぐ
る
議
論
も

国
に
よ
っ
て
様
々
で
あ
る
。
欧
州
生
活
労
働

条
件
改
善
財
団
が
ま
と
め
た
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
内

で
増
加
す
る
非
典
型
雇
用
者
に
関
す
る
レ

ポ

ー

ト
（F

em
andez-M

acias and 
H
urley, 2008

）
に
よ
る
と
、
Ｅ
Ｕ
主
要
一

五
カ
国
で
一
九
九
五
年
か
ら
二
〇
〇
六
年
の

間
に
、
フ
ル
タ
イ
ム
雇
用
者
の
数
に
匹
敵
す

る
パ
ー
ト
タ
イ
ム
雇
用
が
創
出
さ
れ
て
い
る
。

し
か
し
、
時
給
を
五
段
階
に
分
け
た
賃
金
階

層
を
用
い
て
増
加
し
た
パ
ー
ト
タ
イ
ム
雇
用

を
み
る
と
、
明
ら
か
に
時
給
が
低
い
階
層
で

パ
ー
ト
タ
イ
ム
雇
用
が
増
加
し
て
い
る
。
最

も
賃
金
が
低
い
階
層
で
は
、
フ
ル
タ
イ
ム
の

雇
用
は
約
一
〇
〇
万
の
雇
用
が
失
わ
れ
、
三

〇
〇
万
の
パ
ー
ト
タ
イ
ム
雇
用
が
創
出
さ
れ

た
。
よ
り
時
給
の
高
い
階
層
に
お
い
て
も

パ
ー
ト
タ
イ
ム
雇
用
は
創
出
さ
れ
て
い
る
が
、

い
ず
れ
も
最
も
低
い
賃
金
階
層
に
お
け
る
創

出
数
に
及
ば
な
い
。

　

パ
ー
ト
タ
イ
ム
、
有
期
雇
用
者
の
ど
ち
ら

も
増
加
し
て
い
る
オ
ラ
ン
ダ
で
は
、
一
九
九

五
年
か
ら
二
〇
〇
六
年
に
か
け
て
の
パ
ー
ト
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タ
イ
ム
雇
用
の
増
加
は
、
フ
ル
タ
イ
ム
雇
用

の
増
加
の
一
〇
倍
に
あ
た
る
。
賃
金
階
層
別

に
み
る
と
、
最
も
低
い
層
で
三
五
万
を
超
え

る
パ
ー
ト
タ
イ
ム
雇
用
が
創
出
さ
れ
た
。
し

か
し
、
他
の
四
つ
の
賃
金
階
層
に
お
い
て
も
、

合
わ
せ
て
七
〇
万
近
い
パ
ー
ト
タ
イ
ム
雇
用

が
創
出
さ
れ
て
い
る
。
一
方
、
有
期
雇
用
の

増
加
は
賃
金
の
低
い
階
層
で
顕
著
と
な
っ
て

い
る
。

　

オ
ー
ス
ト
リ
ア
、
ベ
ル
ギ
ー
、
ド
イ
ツ
で

も
パ
ー
ト
タ
イ
ム
雇
用
者
が
増
加
し
て
い
る

が
、
こ
れ
ら
の
国
々
で
は
賃
金
の
低
い
三
つ

の
階
層
に
集
中
し
て
お
り
、
最
も
賃
金
の
低

い
階
層
で
の
フ
ル
タ
イ
ム
の
雇
用
は
む
し
ろ

減
少
し
て
い
る
。
ド
イ
ツ
で
は
、
二
〇
〇
三

年
に
高
い
失
業
率
を
改
善
す
る
た
め
に
、
週

労
働
時
間
が
二
〇
時
間
未
満
の
パ
ー
ト
タ
イ

ム
の
雇
用
を
認
め
、
雇
用
数
を
増
や
す
と
い

う
規
制
緩
和
が
行
わ
れ
た
。
そ
の
結
果
、
時

給
額
の
低
い
周
辺
的
な
パ
ー
ト
タ
イ
ム
雇
用

者
が
増
え
、
経
済
的
格
差
の
拡
大
が
懸
念
さ

れ

て

い

る
（K

alina and W
einkopf 

2006

）。
パ
ー
ト
タ
イ
ム
雇
用
者
、
有
期
雇

用
者
の
比
率
が
比
較
的
低
い
ア
メ
リ
カ
に
お

い
て
も
、
非
典
型
雇
用
者
の
多
く
が
社
会
保

険
等
に
入
っ
て
お
ら
ず
、
経
済
的
な
不
利
益

を
被
っ
て
い
る
と
指
摘
さ
れ
て
い
る

（D
itsler and F

isher 2006

）。

　

一
方
、
特
に
若
年
者
が
学
校
か
ら
労
働
市

場
に
移
行
す
る
際
、C

asual W
orker

と
呼

ば
れ
る
非
正
規
雇
用
を
経
験
す
る
の
が
一
般

的
な
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
で
は
、C

asual 
W

ork

や
パ
ー
ト
タ
イ
ム
の
仕
事
が
常
用
の

フ
ル
タ
イ
ム
へ
の
仕
事
に
移
行
す
る
た
め
の

踏
み
石
（stepping stone

）
と
し
て
機
能

し
て
お
り
、
こ
れ
ら
の
雇
用
形
態
の
増
加
は
、

大
き
な
社
会
問
題
と
な
っ
て
は
い
な
い

（O
E
C
D
 2009

）。
こ
の
よ
う
な
非
正
規
雇

用
の
踏
み
石
効
果
は
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
以
外

の
国
で
も
観
察
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
単

に
低
賃
金
で
解
雇
費
用
の
低
い
柔
軟
な
労
働

力
と
し
て
非
正
規
労
働
を
需
要
す
る
場
合
に

は
、
非
正
規
か
ら
正
規
へ
の
移
行
は
観
察
さ

れ
ず
、
む
し
ろ
相
対
的
に
失
業
状
態
へ
の
移

行
確
率
が
高
ま
る
可
能
性
が
あ
る
。
例
え
ば
、

も
と
も
と
、
有
期
契
約
労
働
の
シ
ェ
ア
が
高

い
ス
ペ
イ
ン
で
は
、
男
性
や
高
学
歴
層
の
一

部
に
お
い
て
常
用
雇
用
へ
の
登
用
効
果
が
示

さ
れ
て
い
る
も
の
の
全
体
的
な
常
用
雇
用
へ

の
移
行
率
は
一
〇
％
以
下
と
低
く
、
失
業
の

リ
ス
ク
が
高
い
こ
と
が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い

る
（G

uell and P
etrongolo, 2007; 

L
eshke, 2009

）。

　

日
本
と
同
様
、
欧
米
諸
国
に
お
い
て
も
非

正
規
雇
用
者
、
非
典
型
雇
用
者
の
増
加
が
報

告
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
の
現
象
に
対

す
る
評
価
は
様
々
で
あ
る
。
オ
ラ
ン
ダ
や
イ

ギ
リ
ス
の
よ
う
に
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
雇
用
の

増
加
に
よ
っ
て
、
女
性
の
雇
用
が
上
昇
し
た

と
評
価
さ
れ
て
い
る
国
も
あ
れ
ば
、
ド
イ
ツ

の
よ
う
に
雇
用
数
を
増
や
す
た
め
に
講
じ
た

パ
ー
ト
タ
イ
ム
政
策
が
、
格
差
の
拡
大
を
招

い
て
い
る
と
問
題
に
な
っ
て
い
る
国
も
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
違
い
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
国
に
お

け
る
、
労
働
市
場
、
雇
用
慣
行
、
教
育
制
度

な
ど
、
様
々
な
社
会
的
背
景
に
よ
っ
て
生
じ

て
い
る
と
思
わ
れ
る
。

〔
注
〕

１
．
一
九
九
三
年
、
Ｅ
Ｕ
発
足
時
の
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
は
、
ベ

ル
ギ
ー
、
デ
ン
マ
ー
ク
、
ド
イ
ツ
、
ギ
リ
シ
ャ
、
ス
ペ

イ
ン
、
フ
ラ
ン
ス
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
、
イ
タ
リ
ア
、
ル

ク
セ
ン
ブ
ル
ク
、
オ
ラ
ン
ダ
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
、
イ
ギ
リ

ス
の
一
二
カ
国
。一
九
九
五
年
に
オ
ー
ス
ト
リ
ア
、フ
ィ

ン
ラ
ン
ド
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
が
参
加
し
、
加
盟
国
は
一

五
カ
国
と
な
る
。
主
要
一
五
カ
国
と
は
、
こ
れ
ら
の
国

を
示
す
。
現
在
の
加
盟
国
は
二
七
カ
国
で
あ
る
。

２
．
以
降
に
示
さ
れ
る
数
字
は
、E

uroS
tat

（http://
epp.eurostat.ec.europa.eu

）、OE
C
D
.stat

（http://
stats.oecd.org

）、European C
om

m
ission

（2009

）

に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

３
．
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
統
計
（O

E
C
D
.stat: http//stats.

oecd.org

）
に
よ
る
と
、
二
〇
〇
八
年
の
日
本
の
パ
ー

ト
タ
イ
ム
比
率
は
一
九
・
六
％
と
な
っ
て
い
る
。
ア
ル

バ
イ
ト
、
派
遣
社
員
な
ど
を
ま
た
が
っ
て
パ
ー
ト
タ
イ

ム
労
働
者
を
数
え
た
も
の
と
推
測
さ
れ
る
。
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